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?
　現代社会における企業倫理の実現に向けての取組みにあっては，企業倫理に関わる具体的な課題事項
の広範な実在の確認と，それらの解決に対する包括的かつ体系的な実践体制の確立とが不可欠のもので
あることが認識されてきている。・
　しかし，日本企業の現状について見るならば，倫理的課題事項に属する諸種の事象が，その内的性格
においてそれぞれ個別独立のものと理解され，それらの有する共通性において認識されることがきわめ
て少ない。したがって，それらの事象をめぐる具体的な実践も，その発生原因に遡及して問題の根本的
解決を求めるものではなく，むしろ，それらが招来する当面の結果の処理に専念する性格のものとなっ
ている。
　特定の課題事項の現実的生起を「不祥事」ととらえ，それがよび起こす否定的な社会的反応を企業の
存続にとっての脅威と意識することにより採用される「危機管理」の戦略と，企業法務ならびに企業広
報の職能領域におけるその具体的実践とがそれである。
　一方，問題行為そのものの実行は組織内の例外的な単独個人の独立の意思にもとづき偶発的になされ
るよりはむしろ，その組織の成員間において広く容認された一般的慣行であるとともに，その存在が組
織外に対しては厳しく秘せられている場合が一般的である。それゆえにこそ，そのような行為が問題と
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される事態の発生する契機は組織の外部にあるものと意識され，事態への対応は組織成員の共通の利益
を擁護するための組織防衛の性格を有するものとなる。
　しかも，ここにいうところの組織とは特定個別企業内部の何らかの人間集団を意味するにとどまるこ
となく，課題事項の性格に応じて個別企業そのもの，企業集団，同業種企業群（業界），さらには特定
業界とその監督行政機関との利益連合をも含め，各種の次元に重層的に位置する組織単位をも意味する
事実に，特に留意せねばならない。
　倫理的課題事項への適切な対応が企業制度そのものの存立にとっての必須要件として提起されつつあ
る今日，現代企業の構造に関わる利害関係者の概念を基礎とした倫理的課題事項の認識，実在の経験的
事象を対象とした徹底的な事例分析，そして個別企業における総合的かつ体系的な実践体制の構築
（「企業倫理の制度化」）という，三要素を柱とした企業倫理に関する研究・教育・ならびに実践の相互
連関的かつ相互促進的な展開が，全社会的な規模で実現されることの必要において，日本も例外ではあ
りえないはずである。
1．企業倫理への意識
　企業倫理の対する日本での一般的な意識に特徴的なことは，それが企業活動に従事する各個人の道徳
的心情，特に企業経営者個人の道徳的信条ないしは，それにより主導された企業風土もしくは企業文化
のうちにおける倫理的要素などを意味するものとして，きわめて抽象的な次元において理解されている
ことであり，経営理念（特に企業ないし経営者の社会的責任に関する自覚）と企業倫理との同一視，さ
らには社規・社則と企業倫理綱領（codes　of　business　ethics）もしくは企業行動憲章（codes　of
business　conduct）との同一視などは，その典型的な表現と考えられる（1）。
　それに対して，企業倫理への取組みにおいて先行的経験を有する合衆国ならびに西欧諸国においては，
企業倫理が個別具体的な事象との関連において，しかも，きわめて広範な多様性を含む事象群を視野に
おさめたうえで，それらに通底する普遍的特性に焦点を置くことにより，理解されているのを見ること
ができる（2）。
　企業倫理の概念が包括的であることの重要性を強調するFrancis　J．　Aguilarは，「倫理を，あらゆる決
定ならびに，あらゆる実施行為が倫理的結果をもたらす可能性を有するといった，広範な関連範囲をも
つものとして考察する」（3＞として，「経営者が道徳的リーダーシップを発揮しようとするならば，いわゆ
る重大課題事項（big　issues）のみならず，日常の決定ならびに実施行為の倫理的側面にも関心を払い，
さらに，その処理を適切に行なわねばならない」ωと述べている。
　彼はまた，「倫理的企業」（an　ethical　business　firm）についていう。「倫理的企業とは……意思決定
をし，実施行為を行なうにあたり，自己の経済的利害と，それにより影響をこうむるすべての関係者一
従業員，顧客，納入業者，投資家，その他一の利害とのあいだの適切な均衡をはかることにより，そ
れらの関係者たちの尊敬と信頼とをかち得てきているような企業である，と定義される」（5）。彼によれ
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ば，「そのような企業はいずれも，倫理的課題事項（ethical　issues）に対する組織的感受性
（organizational　sensitivity）と，倫理的行動（ethical　conduct）への献身とを強化することに顕著な成
功をおさめてきている」（6）。
　さらに，Aguilarによれば，「それらの会社が倫理的考慮事項（ethical　considerations）への組織的即
応性（organizational　responsiveness）を動機づけるにあたって採用する方法には，一定の様式と類似性
とが存在する」｛7）。そして，「いずれも共通して，二つの重要な能力の保有を実証した。簡潔にいえば，
一つは，力の及ぶかぎり，倫理的問題（ethical　problems）を回避する能力であり，他の一つは，発生
した倫理的問題を適切に処理する能力である」（8）という。彼はこのように，「倫理的問題」の発生に対す
る徹底した予防措置と，それにもかかわらず不幸にして発生することとなった「倫理的問題」に対する
即時的確な対応処理との必要性を強く主張するとともに，それらに関し「倫理的企業」の経験に真摯に
学ぶことの意義を強調するのである。
　以上のAguilarの指摘のうちには，企業倫理に対する理解の深化において重要な役割をになってきた
と考えられる，いくつかの基本的概念が要所に配され，駆使されているのを見ることができる。「倫理
的問題」との関連と同時に区別をも内に含んで用いられる「倫理的課題事項」の概念，企業の「社会的
責任」（social　responsibility）の概念の抽象的理念性とその実践的限界を批判しつつ，企業の本来的業
務に内在し，あるいはその対外的影響に含まれる社会的重要性を有する諸事象への実践的対応の諸方策
を包括するものとして提起された「社会的即応性」（social　responsiveness）の概念（9），さらに上記の引
用中に表現として明示されることはなかったが，企業がその行動において，常にそれとの関係を強く意
識せねばならない存在として示唆されていた「利害関係者」（stakeholders）の概念（1°）などが，その代表
的なものである。いずれも，企業倫理に対する具体的取組みの展開を志向する見地より，導入・使用さ
れてきているものである。
2．課題事項の外延と内包
　企業倫理に関する課題事項の概念は，企業活動のもたらす各種の社会的影響のうち，倫理的問題意識
に照らして適正な対応がもとめられる具体的諸事象を主要な範疇に類型化し，体系的に提示することを
通じて，企業倫理に対する社会的意識の感度を高め，企業行動の倫理性の水準を着実に向上せしめるこ
とを意図して導入されてきているものとみることができる。それゆえ，倫理的課題事項の概念はアメリ
カおよびヨーロッパ諸国において，企業倫理に関する研究・教育・そして経営実務のすべてを通ずる体
系性を支える基本的要素の一つとしての位置を占めてきていると考えられる。
　企業倫理に関連する主要な課題事項として一般に指摘されてきている個別的諸項目を，上記の目的に
対して有効な基本的範疇に分類することを，これもまた企業倫理の認識ならびに実践において重要な役
割をになってきている利害関係者の概念に対応する関係領域を分類基準として試みるとともに，各領域
においてもとめられる代表的な価値理念をもあわせて示すならば，次のようである。
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企業倫理の課題事項と関係領域
〈関係領域〉 〈価値理念〉 〈課題事項〉
①競争関係 公正
カルテル，入札談合，取引先制限，市場分割，差別対価，差別
謌ｵ，不当廉売，知的財産権侵害，企業秘密侵害，贈収賄，不
ｳ割戻，など。
②消費者関係 誠実 有害商品，欠陥商品，虚偽・誇大広告，悪徳商法，など。
③投資家関係 公平
内部者取引，利益供与，利益保証，損失補填，作為的市場形成，
鰹齣?c，粉飾決算，など。
④従業員関係 尊厳
労働災害，職業病，メンタルヘルス障害，過労死，雇用差別
i国籍・人種・性別・障害者・特定疾病患者），プライバシー侵
Q，セクシャル・ハラスメント，など。
⑤地域社会関係 企業市民
産業災害（火災・爆発・有害物漏洩），産業（排気・排水・騒
ｹ・電波・温熱）公害，産業廃棄物不法処理，不当工場閉鎖，
v画倒産など。
⑥政府関係 厳正 脱税，贈収賄，不正政治献金，報告義務違反，虚偽報告，検査
W害，捜査妨害など。
⑦国際関係 協調
租税回避，ソーシャル・ダンピング，不正資金洗浄，多国籍企
ﾆの問題行動（贈収賄，劣悪労働条件，公害防止設備不備，利
v送還，政治介入，文化破壊），など。
⑧地球環境関係 共生 環境汚染，自然破壊，など。
　企業における日常の業務活動のうちにおいて生ずる可能性のある，これらの事項に対する組織的感受
性を高め，それに関連する問題の現実的発生を確実に阻止する倫理的行動への専心を堅持すること，な
らびに，それにもかかわらずなお発生を余儀なくされることとなった倫理的問題に対しては即時適切な
対処を実行するとともに，その経験のうちから再発防止の強化に有効な教訓を得ることとの二点が，企
業倫理の具体的実践の基本的内容をなすものであることこそ，さきのAguilarの指摘の示すところであ
った。
　このような課題事項の認識にもとつく企業倫理の向上への取組みの実態を，その努力において先行し，
後続する諸国に対し貴重な示唆を提供してきていると考えられるアメリカ合衆国の場合について観察す
ることが必要とされる。
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3．企業倫理への社会的取組み
　企業倫理の実現に向けての取組みにおいて先行するアメリカ合衆国の場合には，1980年前後に，企業
倫理に関する多面的な専門的研究，その成果を内容に盛った学部および大学院段階での系統的教育，そ
して個別企業内部における包括的かつ体系的な実践という，三方面にわたる本格的な活動の協力的かつ
相互促進的な展開の体制が形成されるにいたっているのを見ることができる。
　そのような社会的取組みを支える諸要因と，それらが構成する全体構造を，その基本的骨格のみに限
定して示すならば，次のようになろうかと思う。
企業倫理の実現に向けての社会的取組み
企業倫理の専門領域
〔発生契機〕 〔基本要素〕　　　〔活動分野〕 〔支援体制〕　　　　〔最終成果〕
実在事象
竭闊ﾓ識
ﾀ践施策
事例分析
ﾛ題事項
ｧ度化手法
↓↑研　究
ｳ　育
ﾀ　務
公的規制
ｩ主規制
o営倫理 倫理的業績
　このような企業倫理に対する社会的な取組みの体制にまで連なる，企業倫理への広範な社会的関心を
発生させるにいたった主要な契機は，いずれも1970年代のアメリカ社会に存在した三つの要因であった
と考えられる。第1は，当時のアメリカ社会における個別企業の行動に関わる一連の実在事象であり，
第2は，それらに通底する問題性を察知し，その解決の必要を自覚する問題意識，そして第3は，その
解決を可能とする個別企業内部における実践施策の有効性に対する信頼である。
　企業倫理への関心の高揚を促す契機となった実在事象としては，
　①1972年の事件発生から1974年のニクソン大統領の辞任にいたるウォーターゲート事件（the
　　Watergate），
②同事件の事実究明の過程において判明するにいたった大企業による多額の不正政治献金，
③1975年ごろからあいついで摘発された，国内外での多国籍企業による贈賄・不正割戻し・不正政
　　治献金などの事実，
④1973年に始まる石油危機のもとでの企業の暴利追求行為（profiteering），
⑤1973年から1975年にかけてのスタグフレーションに対する民衆の不満一などが特に指摘される（ID。
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　企業行動の倫理性に関する強い問題意識が1970年代において生ずる一般的な背景としては，それに先
立つ1960年代を通じての社会的意識の劇的な変化一少数民族の公民権，女性の平等権，自然環境の保
護，消費者の権利などに対する関心の集中と普及一が存在するanが，特に企業行動が社会生活におよ
ぼす影響のあらゆる側面に関して，その倫理性を問う意識の発生する基盤を準備したものは，70年代半
ばにおける前述の「社会的即応性」の概念の出現と浸透であったと考えられるa3｝。
　そして，企業行動の倫理性を担保する企業内の組織ならびに関連業務手続の確立に対する期待は，経
営管理の革新と改善に関する累積的経験への確信に支えられるとともに，この点においてもまた，特に
「社会的即応性」の理論にもとついて構築される経営管理制度が直接の基盤を提供することとなったも
のとみられるae。
　これらの要因を直接的契機として生じた企業倫理への社会的関心の急速な増大に応えて展開されるこ
ととなった，企業倫理をめぐる研究ならびに教育，そして企業における実践という，三分野にわたる活
動を一貫し，それにより，それらの活動を一体化せしめている基本要素は事例分析，課題事項の概念，
制度化手法の三者である。
　事例分析は具体的・個別的な実在事象を対象とする精緻な科学的分析であって，分析の方法としては
問題の性格に照らして経営学ならびに倫理学を中心としつつも，広く学際的な接近がもとめられる。事
例分析の成果は、その累積の進行にともない，それらの比較・類別を通じて課題事項の確認を可能にす
るとともに，個別事例に関する分析の成果そのものが企業倫理の分野における不可欠の教授方法として
の事例研究に対し，適切な教材を提供する。また，企業の経営実務における企業倫理の制度化のための
各種手法の個別的内容に対しても，有効な具体的示唆を与えることとなる。
　企業倫理に関する課題事項の概念の内容と，それが企業倫理の研究・教育・企業実務のすべてを通ず
る体系性を支える基本要素としての性格を具備することついては，前節においてすでに見た。
　企業における日常の業務活動のうちにおいて生ずる可能性のある，多種多様な課題事項への対応にあ
たり，企業倫理の貫徹をもとめる社会の期待に即応するために考案された特定の制度・機構・手段など
を整備・設置・採用することにより，企業倫理の実現を客観的に保証し，組織的に遂行することが，企
業倫理の制度化（institutionalization　of　business　ethics）と呼ばれてきている。
　その方法のうち，代表的なものは次のようである。
企業倫理の制度化の主要手法
???????企業倫理担当常設機関の設置（調査・研究，立案・実施，点検・評価の遂行）。
倫理綱領または行動憲章の制定・遵守。
倫理教育・訓練体系の設定・実施。
倫理関係相談への即時対応。
内部告発の事前吸収と問題解決の保証。
倫理問題担当専任役員の選任。
その他、各種の有効手段の活用。
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　以上のような事例分析，課題事項の概念，そして制度化技法を共通の基本要素として展開される企業
倫理の研究，教育ならびに経営実践のそれぞれが，1980年代の中ごろまでにほぼ定着の域に達している
ことについては，多くの調査報告における諸指標がそれを示している（IS。
　しかし，企業行動の倫理性の実現をもっぱら個別企業による主体的努力の成果のみに期待することは
本来，困難である。そこには全社会的な支援体制が不可欠の条件として要請される。
　特に，企業倫理の実現に向けての個別企業の主体的努力としての経営倫理（comorate　ethics）に対
する，自主規制（self－regulation）および公的規制（regulation）による支援の重要性が指摘されねばな
らないa6）。
　自主規制とは，この場合，企業活動のさまざまな局面において競合関係に立つ企業のあいだでの，各
自の倫理的行動を促進し，あるいは相互に支援する体制を，広狭各種の業界団体，さらには業種横断
的・地域横断的な企業団体・経営者団体の主導のもとに確立することを意味する。
　また，公的規制は中央および地方の立法・行政・司法機関がそれぞれの担当職能のうちにおいて，企
業倫理の実現に対して個別企業がはらう主体的努力を積極的に評価し，それを強力に助成・推進するた
めの措置を実行することを意味するan。
　企業倫理の実現に向けての取組みにおいて他の諸国に先行するアメリカ合衆国における経験は，その
努力が全社会的な規模において展開されることの必要と，その有効性とを示していると考えられる。
4．「日本的経営」の制約
　企業倫理に対する社会的関心の高まりは1970年代のアメリカに始まり，80年代を通じてカナダおよび
イギリスから，さらにはヨーロッパ諸国へと急速な広がりを見せた。企業活動の範囲の拡大ならびに内
容の多様化が進み、企業と社会とのあいだの関係が多面的で複雑なものとなるにしたがって，その行動
の倫理性がますます厳しく問われることとなるのは必然のなりゆきといえよう。加えて，企業活動の国
際化の進展は，企業倫理の普遍性を強めずにはおかない。「企業倫理のグローバリゼーション」
（globalization　of　business　ethics）が論ぜられ，企業倫理の国際比較が盛んに試みられることとなる。
それらを通じて国別または地域別の差異も明らかとなり，さらにはそれが生ずる原因が厳しく追及され
る。そして，国家ないし地域間における倫理格差（ethical　gap）の存在もしだいに強く意識されるこ
ととなる⑱。
　ヨーロッパにおいては，国ごとの進度の差異は否めないものの，合衆国を追って企業倫理への取組み
を進め，1980年代末には，いくつかの国際的研究団体により各国における理論的研究成果ならびに実践
経験に関する情報の交換と各種共同事業の企画が推進されるにいたっている。
　それに対して日本の場合には，1970年代半ばを境に，それまで積極的な展開の見られた「企業の社会
的責任」をめぐる論議が～転して低調へと向かい，米欧各国における企業倫理への積極的取組みの開始
と，その後における着実な成果とに関する情報は，ごく一部の研究者による先駆的努力にも関わらず，
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一般の知るところとはならぬままに経過するのである。
　それ以前，企業の社会的責任に対する日本での関心は，1960年前後に始まるアメリカの関係文献の邦
訳・紹介にも伴われつつ，しだいに高まり，1970年代前半において「企業の社会的責任」をめぐる論議
は絶頂期を迎えた（19）。しかし，1970年代の半ばを屈折点に，以後，「企業の社会的責任」に関する文献
の邦訳・紹介はほとんど影を潜めるにいたっている。1970年代後半から1990年代にかけてのそのような
状況の背景には，一方に石油危機からいわゆるバブルの形成・膨脹・そして崩壊へといたる日本の経済
ならびに企業経営の実態が，また他方には，「経済大国日本」と「日本的経営」の競争力に対する強烈
なまでの関心の高まりがそれぞれ存在したことが，ただちに想起されるであろう。
　このような風潮のうちにあって，Robert　W．　AckermanとRaymond　A．　Bauerの1976年の共著cco）に代表
される「企業の社会的即応性」（corporate　social　responsiveness）の概念が，日本においてはほとん
ど知られるところとならぬままに，今日にいたるのである。そのことの影響が現在，単に「社会的即応
性」の概念に対する理解の欠如，したがってまた「社会的責任」と「社会的即応性」との混同，そして
旧来の「祉会的責任］概念の存続のみにとどまることなく，「社会的責任」と企業倫理との同一視，さ
らには、旧来の「社会的責任」理念に支えられた「企業の社会貢献」（corporate　philanthropy）ないし
「企業市民活動」（corporate　citizenship）と企業倫理の実践との同一視にいたるまで，総じて企業倫理
への取組みにおいて先行する諸国での企業倫理に対する理解にまでわれわれが到達することを妨げる理
論的認識を生みだしているのを見ることができる。
　一方，日本企業における経営実務にあっては，企業倫理に関わる諸問題が「危機管理」の範疇に含め
て扱われる傾向が一般的であるように見うけられる。
　その場合，「危機管理」なるものが英語での表現においてはcrisis　managementと呼ばれる実務に当
たるものであるのか，あるいはrisk　managementの概念に相当するものであるのかについては，必ずし
も見解の一致が見られない。しかし，ともあれ企業倫理の課題事項に属する現象の発生が企業にとって
の脅威と受けとめられることにより，「危機管理」としての対応がなされる。すなわち，企業倫理に関
わる課題事項に該当する諸事象の現実的生起は，日本企業においては一般に「不祥事」（＝災難・不
運・不幸なできごと）として自覚され，それに対する各種の社会的反応が企業の存立にとっての脅威と
認識されることにより，危急存亡の「危機」に際しての自己の「防衛」を保証する一連の行動が「危機
管理」のプログラムにのっとって展開されることとなるのである。
　したがって，実行される施策の内容は，応急処置ならびに事後処理のいずれに関しても，いわゆる企
業イメージの回復・維持に貢献する諸施策の強化と，法的処理手続の進行への対応ならびに，法律遵守
の励行を徹底するためのの制度（compliance　program）の設置・運用とに，力点が置かれることとな
っている。
　そこでは，企業内部に，したがって企業自身に存在する原因により生じている諸事象が，純粋に企業
の外部に原因の存在する諸事象と特に識別されることのないままに事実上，同質のものとして終始扱わ
れるとともに，企業の維持・存続が至上命題として措定されているのである。
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　企業倫理的課題事項へのこのよう．な対応が生みだされる背景には，これまでの日本企業の行動様式を
強く規定してきたいわゆる「日本的経営」の構造が存在すると考えられる。とりわけ次のような諸要因
の作用を無視することができない。
　（1）終身雇用・年功制・企業内組合などのいわゆる「日本的労務慣行」の生みだす従業員の企業に
　　対する高い帰属意識ならびに忠誠心にもとつく，企業の存続・成長至上志向，
　（2）そのような性格の組織が外部世界に対して示す閉鎖的ならびに排外的な性向，
　（3）取締役会が事実上，業務執行担当常勤役員のみにより構成されることにより，業務執行機能の
　　遂行にもとめられる職務の階層的秩序が取締役会の本来的・独自的機能の遂行を困難にするばかり
　　でなく，それら常勤役員がほぼ完全に企業内における年功序列的昇進秩序の頂点部分を占める人び
　　ととして従業員との同質性を維持し，一方ではそれらに対応して監査役および監査役会は実質的な
　　機能を果たしえないという，企業統治構造の特異性⑳，
　（4）企業間の株式持合い・系列融資・排他的長期継続取引，さらには社長会などの諸関係を通じて
　　形成された企業集団に所属する企業の同質的かつ相互協力的な行動②，
　（5）業界に対する監督官庁の行政指導にもとつく，いわゆる「護送船団方式」が築き上げる「官民
　　協調体制」一などがそれである。
　近年ようやく注目を集めることとなっている企業倫理的課題事項をめぐる問題の発生機序そのものの
うちにおいてはもとより，それらの問題への対処の姿勢のうちにもなお，日本企業の基本的行動様式に
対する上記の諸要因の作用が依然として貫徹しているのを見ることができる。
　しかし，そのことは同時に，もしもそれらの諸要因に確実な変化が生ずるならば，日本企業における
企業倫理への取組みにも着実な変化を期待することができることを意味するものであって，現在，日本
の企業経営の諸側面において進行中の変化の，今後の展開方向に十分な注意を払いたい。
結び
　日本を代表し，世界的にも著名な企業をも含め，日本企業の犯した違法行為ないし不正の摘発が国内
外においてあいつぐなかで，「企業倫理の確立」に対する要請が各方面から発せられてきている。
　それらを中心として最近進行中の変化の最も基本的な性格は，企業活動に対する社会的制約の増大と
いう歴史的傾向であって，それは企業活動が社会に対して及ぼす影響がますます広範囲にわたり，また
奥深いものとなるにともなって，必然的に生ずる現象と見なければならない。
　現代社会における企業活動への社会的制約の増大傾向を1970年代のアメリカでは，企業と社会とのあ
いだの「社会契約の改定」にともなう，「ゲームのルール（競技規則）の大幅な変更」と受け止めた。
　現在の日本における「企業倫理の確立」を求める動きも，それが規制緩和にともなう自由を受け止め
るべき企業の自己規律を確立し，グローバル経済のもとでの国際的評価に耐えうる経営を実現するため
の不可欠の要件であることが，切実に意識されつつあることを意味するものと見ることができる。
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　しかし，企業倫理の実現に対する具体的取組みはなお孤立分散的かつ試行錯誤的であり，社会的規模
での体系的な実践の必要性が認識されるまでにいたっているとは認めがたい。それを妨げていると考え
られる諸事情を点検するとともに，一方で，企業倫理への取組みにおいて先行する諸国においてすでに
蓄積されてきている具体的経験に学ぶことが何よりも求められる。
　企業がそれぞれの内部において取り組まねばならない緊急の課題は，「ルール違反」や「反社会的」
行動の発生を確実に阻止することのできる社内体制の確立であって，その目標は問題行動の発生を防止
するために必要不可欠な留意事項が一貫性をそなえ，かつ，それが企業の中心からすみずみまで，くま
なく浸透することでなければならない。同一の規範が企業の構成員の一人ひとりにより，正当なものと
納得され，日々の業務のなかで常に遵守されることが必要だからである。
　このような内部体制の確立が企業倫理の制度化にほかならない。そして，その個別具体的な内容なら
びに効果的な方法を確定するためには，企業倫理に関する包括的かつ詳細な専門的研究が必要であり，
また，制度化の現実的効果の達成にとっては，基礎教育から高度専門職業教育にいたる学校教育の各段
階における企業倫理教育ならびに，企業内における制度化そのものの一環をなす企業内教育訓練の実施
が欠かせない。
　さらに，企業倫理の制度化に対する個別企業の努力を支援し促進する社会的体制として，企業の所属
する広狭各段階の業界における共同的自主規制の実行，さらには立法・行政・司法の各領域において個
別企業の努力に対する正当な評価が保証されること　　などの有力な効果が期待される。
　そして、企業倫理の実現に向けてのこのような全社会的な取組みの水準を着実に高めるうえで，他の
何ものにも代えがたい貴重な価値を有するものが，不幸にして現実に生ずることとなった規律違反・規
範逸脱行為の具体的事例に対する多方向からの徹底した分析・検討・考察と，その成果の最大限の活用
であることを思うとき，そのような事例に関わる情報の開示に対する企業の姿勢こそ，企業倫理の実現
にとっての鍵と見なされるのである。
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